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１【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

 

　平成25年５月10日付で、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第６号の３の規定に基づき、共同株式移転の方法による持株会社の設立に関する臨時報告書を提出しておりま

すが、記載事項の一部に記載漏れがありましたので、これを訂正するため、臨時報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。

 

２【訂正内容】

 

訂正箇所は＿を付して表示しております。

 

（訂正前）

 

別紙

 

東急不動産ホールディングス株式会社 定款
（2013年10月1日制定）

第１章　　総　　　 則

＜略＞

第２章　 株　　　 式

＜略＞

第３章　 株 主 総 会

＜略＞

第４章　 取締役及び取締役会

＜略＞

第５章　 監査役及び監査役会

（員　数）

第２８条　本会社の監査役は、５名以内とする。

（選任方法）

第２９条　監査役は、株主総会において選任する。

２　監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。

（任　期）

第３０条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時

までとする。

２　任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時ま

でとする。

（常勤の監査役）

第３１条　監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。
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（監査役会の招集通知）

第３２条　監査役会の招集通知は、会日の３日前までに各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。

 

 

（訂正後）

 

別紙

 

東急不動産ホールディングス株式会社 定款
（2013年10月1日制定）

第１章　　総　　　 則

＜略＞

第２章　 株　　　 式

＜略＞

第３章　 株 主 総 会

＜略＞

第４章　 取締役及び取締役会

＜略＞

第５章　 監査役及び監査役会

（員　数）

第２８条　本会社の監査役は、５名以内とする。

（選任方法）

第２９条　監査役は、株主総会において選任する。

２　監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。

（任　期）

第３０条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時

までとする。

２　任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時ま

でとする。

（常勤の監査役）

第３１条　監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。

（監査役会の招集通知）

第３２条　監査役会の招集通知は、会日の３日前までに各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。

２　監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を開催することができる。
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（監査役会規程）

第３３条　監査役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、監査役会において定める監査役会規程による。

（報酬等）

第３４条　監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。

（監査役の責任免除）

第３５条　本会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を

含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる。

２　本会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を

限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は法令が規定する額とする。

 

第６章　 相　 談　 役

（相談役）

第３６条　取締役会は、その決議によって相談役を定めることができる。

 

第７章　会 計 監 査 人

（選任方法）

第３７条　会計監査人は、株主総会において選任する。

（任　期）

第３８条　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとする。

２　前項の定時株主総会において別段の決議がなされないときは、当該定時株主総会において再任されたものとす

る。

第８章　 計　　　　算

（事業年度）

第３９条　本会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年とする。

（剰余金の配当の基準日）

第４０条　本会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする。

２　前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。

（中間配当）

第４１条　本会社は、取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日として中間配当をすることができる。

（配当金の除斥期間）

第４２条　配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないときは、本会

社はその支払義務を免れる。

 

附　　　　則
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（最初の事業年度）

第１条　第３９条の規定にかかわらず、本会社の最初の事業年度は、本会社の設立の日から２０１４年３月３１日ま

でとする。

（最初の取締役及び監査役の報酬等）

第２条　第２６条及び第３４条の規定にかかわらず、本会社の設立の日から最初の定時株主総会終結の時までの報酬

等の額は、取締役につき総額４５０百万円以内とし、監査役につき総額９０百万円以内とする。

（附則の削除）

第３条　本附則は、最初の定時株主総会終結の時をもって、削除されるものとする。
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